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［要約］ 
 今後、後期高齢者数の急増に伴い、介護施設の不足が見込まれる中、在宅医療・介護システムの整備は喫
緊の課題とされるが、整備が進んでいる自治体は少ない。この背景には、在宅医療・介護に関わる多職種・
多機関の連携の不足がある。このため、本プロジェクトでは、在宅医療・介護システムの整備に責任を有す
る市町村を支援する観点から、多職種連携に関する専門職の意識改革を目指した研修プログラムを開発する
こととした。意識改革が進めば、多職種連携上の課題の解決に向け、関係者による取組みが自律的・継続的
に進んでいくことが期待できる。具体的には、三郷市の協力を得て、実際に研修会を開催し、その効果を検
証しつつ、プログラムを作成した。 
 
［研究組織］研究分担者： 新井 麻紀子（看護学科・助教）、井上 和久（理学療法学科・准教授）、 
柴山 志穂美（看護学科・准教授）、嶌末 憲子（社会福祉子ども学科・准教授）、 
丸山 優（看護学科・講師） 
 
１．研究の背景 
2015年に介護保険法が改正され、在宅医療・介護
連携推進事業が地域支援事業に位置づけられた。そ
れを受けて、市町村は、地区医師会等と連携しなが
ら、在宅医療・介護を提供する多職種連携体制の整
備を行うことが要請されている。しかし、多職種連
携が必要であるとの認識はあっても、実際には、一
部の自治体を除き、連携体制の構築が進んでいない。 
他方、本学は、保健医療福祉分野で活躍する人材
を育成することを目的としており、学生を対象とし
た専門職連携（Interprofessional Work, IPW）教育
や地域貢献活動としての研修等を実施してきた。し
かし、現在、地方独立行政法人である本学に対する
期待はそれにとどまらず、自治体の政策形成に対す
る専門的・技術的支援を行うことが求められている。 
 このため、本学で蓄積されてきたIPWのノウハウを
活かしつつ、市町村の在宅医療・介護システムの整
備に向けた取組みを支援する観点から、市町村で活
用できるような多職種連携研修プログラムを開発し、
情報発信していくこととした。 
 
２．目的 
本プロジェクトの第1の目的は、在宅医療・介護に
おける多職種連携に関する専門職の意識改革が効果
的に行われるための研修プログラムを開発すること
により、市町村による地域包括ケアシステム構築へ
の取組みを支援することである。研修の成果があが
れば、研修後においても、多職種連携上の課題への
取組みが地域の専門職により自律的・継続的に行わ
れるための基盤づくりを行うことが可能になると考
えられる。このため、専門職の意識改革に絞った新
たな研修プログラムを開発することとした。 
本プロジェクトの第2の目的は、本学のIPWの教育
・研修の経験を踏まえた社会貢献への取組みを更に
発展させていくことである。このため、本学のIPW
に関する知見を活用して効果的な研修プログラムを
開発し、情報発信することにより、新たな形での地
域貢献に取り組むこととした。 
 
３．方法  
三郷市をモデル自治体として、三郷市、三郷市在
宅医療・介護連携推進協議会、三郷市医師会の協力
を得て、在宅医療・介護における多職種連携研修プ
ログラムを開発する。プロジェクトの期間は2年間で
ある。 
具体的な手順は、次のとおりである。 
① 三郷市の専門職からヒアリングを行い、多職種
連携上の課題を抽出する。課題を明らかにするの
は、問題意識を明確化した上で研修に参加するの
が効果的と考えられるためである。 
② 三郷市の職能団体の代表等からなる三郷市多職
種連携研修プログラム検討委員会を組織し、研修
会プログラムを検討する。 
③ 実際に研修会を開催し、アンケート調査等によ
り、その効果を検証・評価する。 
④ 必要に応じてプログラムを見直し、マニュアル
化し、報告書として公表する。 
【2016年度】 
① 2016年9月、三郷市、三郷市医師会及び三郷市在
宅医療・介護連携推進協議会の同意を得て、プロ
ジェクトを実施することを決定。 
② 2016年10月～2017年2月、職能団体や事業者団体
から協力者を推薦してもらい、8職種グループ計41
名（それぞれ4～5名ずつ）から、在宅医療・介護
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連携における現状と課題等についてヒアリングを
行った。 
【2017年度】 
③ 2017年3～4月、ヒアリング結果を分析。 
 （分析内容） 
  ・各専門職の自職種・他職種に対する見方 
  ・多職種連携上の課題 
  ・多職種連携を進める上での強みとなるもの 
④ 2017年6～7月、検討委員会を開催し、ヒアリン
グの結果とプログラムの内容について検討。 
⑤ 2017年10月21日に第1回研修会、12月9日に第2
回研修会を開催。 
 （参加者）75名 
（職種）医師、歯科医師、薬剤師、訪問看護師、
理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、柔道
整復師、介護福祉士・介護訪問員、介護支援
専門員、病院の医療相談員、地域包括支援セ
ンター職員、介護施設職員 
 （第1回研修会） 
   ⑴三郷市長等の挨拶 
   ⑵行政説明 
   ⑶レクチャー（三郷市における多職種連携上
の課題、コミュニケーションスキル） 
   ⑷事例を用いた、多職種連携の観点からのグ
ループワーク 
   ⑸行動計画の作成 
   ⑹多職種連携におけるリフレクション 
 （第2回研修会） 
   ⑴レクチャー（第1回の振り返り） 
   ⑵グループワーク（行動計画の実践報告） 
   ⑶多職種連携におけるリフレクション 
⑥ 2018年2月8日、検討委員会を開催し、研修の効
果を評価。 
⑦ 2018年3月、報告書を公表。 
 
４．結果 
 研修プログラムの効果について、次の方法により
総合的に評価を行った。 
① 研修会の開催前と終了後に行ったアンケート調
査の統計分析 
 回答者：研修会参加者75名中68名 
（研修満足度に関する調査 計8問） 
  研修内容については、概ね「満足」。 
（多職種連携意識の変化に関する調査 計17問） 
Wilcoxonの符号付順位検定を行ったが、17問中4
問（専門職の役割・機能と、課題解決のためにそ
れを活かすことのメリットを理解できたかに関す
る設問）において有意な変化が見られた。その他
の設問についても、有意ではないものの、参考ま
でに平均値の動きを見ると、多くの設問で改善の
傾向が伺えた。 
② アンケート調査の自由記載の内容の分析 
  記載者：55名 
ほとんどが多職種連携の意識や意欲が向上した
との内容であった。 
③ 三郷市の検討委員会における評価 
  研修会終了後、2か月を経過して開いたが、現場
における実践につながるなど、全ての委員から研
修の効果はあったとの評価を受けた。 
 
５．考察 
 統計分析の結果、有意な変化があったのは一部の
設問にとどまったが、その要因としては、そもそも
研修参加者は団体から推薦された意識の高い者であ
り、多職種連携の重要性は既に理解しているため、
研修により回答が大きく変化することがなかったこ
と、意識の変化を超えて行動まで期待する設問があ
ったことなどが考えられる。 
 いずれにしても、幅広い設問における平均点の上
昇、自由記載欄の内容、検討委員会での評価なども
総合的に勘案すると、研修プログラムについては、
概ね期待する効果が得られたと考えることができる。 
 
６．結論 
 研修プログラムの効果が検証されたため、市町村
での活用に資するよう、マニュアル化し、報告書と
してとりまとめ、公表した。 
 
７．到達度 
 目的を達成したため、2018年度で終了する。 
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９．研究発表 
（１）公表予定の論文 
論文化は、今後検討。なお、「研修プログラム」
をマニュアル化し、報告書として本学のウェブサイ
ト等で公表し、市町村に広く普及啓発することとし
ている。 
（２）公表予定の学会発表 
 未定。 
 
１０．本研究と関連する獲得した外部資金 
なし 
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